
成果指標改定案

第３次プランの成果指標（案）

基本目標 項目 プラン掲載現況値 令和３年度現況値
目標値

（令和4年度）
※参考目標値 項目

現況値
（令和3年度）

目標値
（令和9年度）

「家庭の中」が男女平等になって
いると感じる人の割合

32.9%
（平成27年度市民アンケート）

43.2％
（令和3年度市民アンケート）

50％以上 ―
「家庭の中」が男女平等になっていると
感じる人の割合

43.2％
（令和3年度市民アンケート）

55％以上

「職場の中」が男女平等になって
いると感じる人の割合

25.9%
（平成27年度市民アンケート）

31.4％
（令和3年度市民アンケート）

40％以上 ―
「職場の中」が男女平等になっていると
感じる人の割合

31.4％
（令和3年度市民アンケート）

40%以上

「地域社会」が男女平等になって
いると感じる人の割合

20.9%
（平成27年度市民アンケート）

23.1％
（令和3年度市民アンケート）

30％以上 ―
「地域社会」が男女平等になっていると
感じる人の割合

23.1％
（令和3年度市民アンケート）

30%以上

新
規

「社会通念・しきたり上」が男女平等に
なっていると感じる人の割合

10.8％
（令和3年度市民アンケート）

20%以上

市における審議会等の女性委員の
割合

17.8%
（平成29年４月１日現在）

19.9％
（令和3.4.1現在）

30％以上 ― 市における審議会等の女性委員の割合
19.9％

（令和3年4月1日現在）
30％以上

市の課長級以上の管理職の女性の
割合

15.9%
（平成29年４月１日現在）

18.8％
（令和3.4.1現在）

20％以上
（令和2年度）

30％以上
（令和7年度）

市の課長級以上の管理職の女性の割合
18.8％

（令和3年4月1日現在）
担当課と調整

女性の自治会長や町内会長の割合
1.5%

（平成29年４月１日現在）
3.3％

（令和3.4.1現在）
3%以上 ― 女性の自治会長や町内会長の割合

3.3％
（令和3年4月1日現在）

5%

新
規

女性委員がいない審議会等の数
６審議会等

（令和３年４月1日現在）
0審議会等

新
規

家族経営協定の締結数
81件

（令和３年度）
担当課と調整

保育所等一時保育利用者数
6,707人

（平成29年度）
36,873人

（令和3年度）
5,333人

（平成30年度）
36,765人

（令和4年度）
保育所等待機児童数

0人
（令和3年度）

0人の継続

保育所等待機児童数
0人

（平成29年度）
0人

（令和3年度）
0人

（令和4年度）
―

新
規

市の男性職員の育児休業取得率
15.4％

（令和3年度）
担当課と調整

子育て支援センター事業利用者数
16,179人

（平成2８年度）
11,755人

（令和3年度）
20,755人

（平成30年度）
22,000人

（令和4年度）
新
規

「家事」に夫婦同程度で取り組んでい
る世帯の割合

18.1％
（令和3年度市民アンケート

掃除・洗濯・食事のしたく・食事の片づけの
項目で「夫婦同程度」の割合）

30%

放課後児童クラブの利用者数
728人

（平成29年度）
806人

（令和3年度）
798人

（平成30年度）
953人

（令和4年度）
新
規

「育児・教育」に夫婦同程度で取り組ん
でいる世帯の割合

31.4％
（令和3年度市民アンケート）

40%

介護予防事業参加者数
71箇所
1,632人

（平成2８年度）

131箇所
1,７88人

（令和３年度）

139箇所　2,522人
（令和2年）

141箇所
2,600人

（令和４年度）

新
規

「「仕事」と「家庭生活」と「地域・個
人の生活」をすべてバランスよく行う」
を理想と回答した人の割合と現実の割合
とのギャップ

32.9％
（理想－現実）

（令和3年度市民アンケート）
25%

介護予防教室（元気じゃ脳教室）
参加者数

89人
（平成29年度実参加者数）

― 150人 ―
新
規

福島県次世代育成支援企業認証を受けて
いる企業数

26社
（「働く女性応援」中小企業：10社）
「仕事生活の調和」推進企業：16社）

（令和3年度）

担当課と調整

認知症サポーター養成者数（累
計）

6,146人
（平成29年12月31日現在）

8,516人
（令和３年度）

8,246人
（令和2年度末）

9,166人
（令和４年度末）

市内のグループホームを利用して
いる障がい者の割合

4.7%
（平成29年度）

　25.3％
（令和３年度）

20% ―

市内の就労継続支援施設を利用し
ている障がい者の割合

65.3%
（平成29年度）

　65.5％
（令和３年度）

75% ―

特定健診受診率
46.5%

（平成28年度法定報告値）
41.7%

（令和２年度法定報告値）
55%

（令和5年度）
― 特定健診受診率

41.7%
（令和２年度法定報告値）

担当課と調整

集会所で元気づくり体操を実施し
た数

91箇所
（平成30年3月5日現在）

131箇所
（令和3年度末現在）

135箇所 140箇所 集会所で元気づくり体操を実施した数
131箇所

（令和3年度末現在）
担当課と調整

妊婦健康診査
92.1%

（平成28年度）
100%

（令和3年度）
100% ― 妊婦健康診査

100%
（令和3年度）

担当課と調整

新
規

DV等についての相談窓口として「女性
のための相談支援センター」や「男女共
生センター」を知っている人の割合

36%
（令和３年度市民アンケート）

50%

18個 19個

Ⅳ　健康で安
心して生活で
きる環境づく
り

第2次プランの成果指標

Ⅰ　人権の尊
重及び男女共
同参画社会に
向けての意識
改革

Ⅱ　意思決定
過程への男女
共同参画の拡
大

Ⅲ　男女がと
もに仕事と生
活の調和をは
かれる環境づ
くり

資料４


